
家計調査の改善に関するタスクフォース
取りまとめ（案）

平成28年７月25日

総務省統計局

資料４－２



「家計調査の改善に関するタスクフォース」の開催経緯

目的
 家計調査は、我が国の家計収支の実態を明らかにするための統計調査であり、その結
果は、景気動向の判断、税制や社会保障政策の検討、消費者物価指数の作成、地域振
興など幅広く利用されている。

 家計調査は、速報性や費目別・年齢別・地域別の傾向等の分析が可能といった特長を
有し、各方面から多くの利用がある一方、調査世帯が偏っているのではないか、調査
結果の振れが大きくなることがあるのではないかといった各種の指摘も見られる。

 個人消費の動向が重視される中で、消費の実態をより的確に把握するため、今後取り
組むべき事項などについて検討を行うことを目的として「家計調査の改善に関するタ
スクフォース」を開催。

検討事項
 正確性の一層の向上
 社会経済の変化を踏まえた対応
 家計消費の把握のための新たなアプローチ 等
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「家計調査の改善に関するタスクフォース」の開催実績
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日程 議事 説明者 主な内容
１．家計調査の現状と課題について 事務局 ・家計調査を巡る主な指摘や検討課題の整理

２．家計調査の改善に向けて 宇南山構成員
・家計調査のサンプルの偏りについて
・オンライン調査導入等による家計調査の調査方法改善
・家計消費指数の活用

１．家計調査の改善に向けて 宅森構成員
・家計消費指数を前面に出した公表
・景気指標として以外の家計調査の具体的利用例
・ＩＣＴを活用した調査の試み

２．家計調査を巡る状況について 櫨構成員
・ビッグデータの活用
・短期的にはＧＤＰとのかい離を埋める指数作成
・長期的には他統計も含め家計の状況を把握する体系整備

３．マネーフォワードのＰＦＭサービスについて 瀧構成員
・若年層こそ家計簿サービスを利用
・家計簿サービスを用いた統計作成コストの低減

１．家計調査における現物の取扱いについて 事務局
・現物の結果表章
・現物総額や現物の記入本数の推移

２．デジタルの威力 森川構成員
・デジタル化による生産性の向上や価値の創出
・現場の専門家とＩＣＴの専門家による議論の重要性

３．報告形態からの検討 小巻構成員
・消費活動指数についての考察
・複数の情報提供による問題

４．論点整理 事務局 ・第４回の取りまとめに向けた論点の整理
第４回
７月25日（月）

取りまとめ 事務局 ・家計調査の改善に関するタスクフォースの取りまとめ

第１回
６月15日（水）

第２回
６月27日（月）

第３回
７月12日（火）



論点整理（改善の方向性）

 論点① キャッシュレス化等に対応した調査方法の見直し

- ＩＣＴの活用、記入負担の軽減 -

 論点② 家計消費統計のデータ整備・公表体系の見直し

- 新たな総合指標の開発 -

 論点③ 統計ユーザーとのコミュニケーションの充実

- 理解の浸透、的確な市場分析への寄与 -
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論点① キャッシュレス化等に対応した調査方法の見直し
- ＩＣＴの活用、記入負担の軽減 -
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主な意見
レシート読取機能をはじめとする自動入力機能を充実させて、記入者
負担の軽減を図ってはどうか。

回答するに当たり、インセンティブを与えて自発的に回答する仕組み
が重要である。民間の家計簿アプリを参考に、家計診断機能をつける
などしてはどうか。これにより、記入者の負担感も和らぐのではない
か。

調査世帯でもらい物の金額を見積もることは難しく、贈答品等に値段
をつけることは心情的な抵抗もある。記入廃止になれば、記入者負担
の軽減につながる。

キャッシュレス化が進み、貨幣の授受が行われなくなると、統計の取
り方も変わっていくのではないか。

カードを持たせてＰＯＳデータ経由で家計の購入データを収集すると
いうのは、５～10年後の統計のあり方として考えられる。
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 オンライン家計簿の導入（レシート読取機能、

家計診断機能等の実装）

 家計簿記帳事項の簡略化

 ＩＣＴを活用した新たな収支把握の方法の検討

方向性（案）

論点① キャッシュレス化等に対応した調査方法の見直し
- ＩＣＴの活用、記入負担の軽減 -
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論点① キャッシュレス化等に対応した調査方法の見直し
- ＩＣＴの活用、記入負担の軽減 -

家計調査を今後も継続的・安定的に実施し、家計収支を正確に把握するため、
家計簿記入負担の軽減を図るとともに、キャッシュレス化の進展等も見据え、
ＩＣＴを積極的に活用した調査方法の進化・改善に取り組むことが必要

○○スーパー
××店

　2014年11月△日　

領収書

 ○○○○　　￥○○
 ○○○○　　￥○○
 ○○○○　　￥○○
 ○○○○　　￥○○
　合計　　　￥○○○
　お預かり　￥○○○
　お釣り　　￥○○○

レシート読取機能の実装
- 手軽な家計簿記帳 -

スマートフォン、タブレット対応
- 使いやすいインターフェイス -

FinTech：ICTを活用した新たな金融サービス

※キャッシュレス化の進展等を見据えた
各種カード、ポイントサービス等との
連携も視座に検討

・各世帯の家計収支の視覚化、推移・分布等
の解析レポートの還元

・現物収支の記帳廃止を含む家計簿記帳事項
の簡略化

・FinTechとのシステム連携（収支の自動把握）
等も併せて検討
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主な意見
ミクロの消費動向を把握する上で家計調査は重要な統計である。
これまで家計調査は様々な改善を実施してきていて、家計消費状況調
査の導入により、高額商品の記入漏れの問題にも対応している。更な
る改善は簡単な話ではなく、家計調査だけで完結する話ではない。

家計調査では単身世帯の確保が問題となっている。現在はインター
ネットモニター調査も進んできているので、活用を具体的に検討して
はどうか。

ビッグデータに関して、銀行口座やクレジットカードの情報、ＰＯＳ
データ等が利用可能であるかを将来的に検討してはどうか。

問題点としてＱＥとのかい離が原因となっているので、家計調査だけ
でそのかい離を埋めることは難しく、そのために新しい指標の作成が
対応策として挙げられる。

ＧＤＰの作成側と協力し、家計の側から個人消費支出全体を把握し、
景気判断に資する指標を新たに作成してはどうか。

論点② 家計消費統計のデータ整備・公表体系の見直し
- 新たな総合指標の開発 -



論点② 家計消費統計のデータ整備・公表体系の見直し
- 新たな総合指標の開発 -
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 家計調査を補完し、家計消費動向をより的確

に捉える基礎データの整備

 ビッグデータ等も活用し、景況判断に資する

個人消費全体の動向を推定する新たな指標開発

の検討

方向性（案）



論点② 家計消費統計のデータ整備・公表体系の見直し
- 新たな総合指標の開発 -
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ＰＯＳデータ等のビッグデータ、
供給側統計の活用も視野

単身世帯を含め、個人消費
の動向を総合的に把握可能
なデータ体系、公表体系を
確立

家計の消費動向や景況判断
に資する新たな総合指標の
開発を検討

家
計
消
費
状
況
調
査

家計調査
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
等

単身モニター調査 民間パネルデータ

単身モニター調査、民間パネルデータなど、
家計調査を補完する調査を新たに導入

調査項目・調査方法の充実・改良

家計調査を中核に、
同調査を補完・補強す
る基礎データを充実

我が国の経済活動、景気動向をより的確に把握するため、家計調査を中核に、
 単身モニター調査の導入等による家計調査を補完・補強する基礎データの充実
 ビッグデータや販売統計等の供給側統計も活用した、家計消費の動向把握や景
況判断に資する新たな指標開発の検討

等を行うことが必要
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主な意見
利用者に対して丁寧な説明をし、相互の理解を高めることが大切。
統計が公表されると、敏感に金融市場は反応する。統計データのヘ
ビーユーザーであるエコノミストの意見を聴いてはどうか。

定期的にエコノミストや主要なユーザーと対話を持つことが大事であ
る。

プロのエコノミストだけでなく、アマチュアに対しても、家計調査が
「使える」統計であるとアピールすることが重要。

ＩＣＴの専門家と家計調査の専門家で議論をすることで、新しいアイ
デアが生まれてくるのではないか。

タスクフォースの後も引き続き利用者との対話の場を作って、将来に
向けて検討すべき課題を整理していく仕組みができるのが理想的であ
る。

論点③ 統計ユーザーとのコミュニケーションの充実
- 理解の浸透、的確な市場分析への寄与 -
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 統計ユーザーに対する情報提供の工夫

 エコノミスト等との定期的な対話の場の設置

方向性（案）

家計調査に対する理解の浸透 的確な市場分析への寄与

家計調査に対する適切な理解と、調査結果を用いた的確な分析
に資するため、
 家計収支の特性や加工指標の作成方法及び見方について、
ホームページ等を通じた分かりやすい情報提供

 エコノミスト等との定期的な対話の場を設け、統計作成
及び利活用に関する相互理解の促進

に取り組むことが必要

論点③ 統計ユーザーとのコミュニケーションの充実
- 理解の浸透、的確な市場分析への寄与 -


